
［人的被害］
・死者
・避難者等

［物流被害］
・港湾施設の被害
・海上交通の不安定化
・海上交通と陸上交通の
円滑な接続の途絶

［産業被害］
・産業機能の回復の遅れ

・逃げ遅れ
・水門、陸閘閉鎖や避難誘導
にあたった消防団員や警察
官の数多くの犠牲

等

課題

・液状化現象、地盤沈下
・建物倒壊
・港湾施設の崩壊、倒壊
・漂流物等による航路や海域
の閉塞

・油流出による港内、湾内の火災
・輸送集積や救援活動等の拠点
となるオープンスペースの不足

等

・臨海部立地企業の工場等の被
災

・災害廃棄物の処分の遅れによ
る復旧復興の妨げ

等

事前対策

・防災教育、防災訓練の充実
・ハザードマップの策定
・ＧＰＳ波浪計の設置
・情報伝達体制の充実・強化
・避難路、避難施設の整備
・避難ビルの指定
・防護ライン（陸閘等の自動化、
遠隔操作化等含む）の整備

等

・臨海部の企業ＢＣＰ策定
・広域連携体制の構築（他港連
携、広域的な情報共有化、港
湾BCP）

・災害廃棄物処分場の確保
等

発災直後 復旧・復興

・港湾の復旧・復興方針であ
る「産業･物流復興プラン」の
実行

等

・災害廃棄物の処分
等

広域的課題に関する対策検討の方向性について

対 策 案

・原材料の不足
・サプライチェーンが途切れる

等

・緊急物資輸送路の確保
✓航路や海域の啓開
✓油回収・鎮火活動
✓港湾施設や海岸保全施設
の応急復旧

✓物資輸送や救援活動等の
拠点となるオープンスペース
の確保

✓代替輸送の確保

・港湾の復旧・復興方針であ
る「産業･物流復興プラン」の
作成

等

・港湾施設等の耐震強化
・地盤の液状化対策
・防波堤、海岸保全施設の粘
り強い構造化

・コンテナ・自動車等の流出防止
対策

・航路や海域における啓開の体
制作り

・臨海工業地帯の地震・津波対
策（油流出・火災対策など）

・基幹的広域防災拠点の整備
等

※赤字は、本懇談会で広域的課題として扱う項目（なお、広域的課題も含め、個別港ごとの対策検討会議で総合的な対策を検討する予定）

資料３

・緊急物資の不足
等

＜港湾において地震・津波により想定される課題と対策案＞

１



航 路 啓 開
航 路 啓 開

■仙台塩釜港（仙台港区）の航路啓開

■測量による障害物分布状況 ５３１地点

■障害物の引き揚げ作業 揚収地点

コンテナ 自動車 大型自動車

航路や海域における啓開の体制作り

篠島

渥美半島

三河港知多半島

神島

伊良湖水道航路

・

 

伊良湖水道航路は、年間約10万隻（大型船だけでも約3万隻）もの船舶が航行する伊勢湾・三河湾

の海上輸送の大動脈。
・

 

津波により押し流された自動車、コンテナ、ガレキ等により航路や海域がふさがれると伊勢湾･三河
湾の海上輸送に支障をきたし、中部圏経済に多大な影響が発生することが懸念されることから、啓
開の体制づくりが急務となっている。

２

篠島

渥美半島

三河港知多半島

神島

伊良湖水道航路

伊良湖水道航路
幅 ：1,200m
延長：3,900m

伊勢湾・三河湾全体海域図

三重県

愛知県

伊勢湾
三河湾

名古屋港
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海上を漂流するコンテナ

 

提供：海上保安庁



○生産機能→我が国の製造品出荷額の41%を三大湾沿岸都府県が占めている。
○物流機能→我が国の外貿コンテナ貨物量の79%が三大湾の港湾に集中している。

三大湾の臨海工業地帯における生産機能・物流機能の集積

◇生産機能の停止
◇石油タンクの損傷等による火災
◇大規模な油流出による物流機能への影響

 

等

臨海工業地帯の地震・防災対策

◇

 

民間企業が所有する港湾施設・海岸保全施設の耐震化の推進
◇

 

大規模な油流出などに備えた対策
◇

 

官民共同の枠組みの設定・強化

 

等

仙台塩釜港：仙台製油所で発生した火災

大規模地震発生時の護岸等の被災による被害の拡大懸念

臨海工業地帯の地震・津波対策

・ 大規模地震発生時に民間所有を含む護岸等が被災し、石油タンクの損傷等による火災、大規模

な油流出による航路閉塞などに伴う物流機能への影響等が懸念されることから、臨海工業地帯
の地震・津波対策が急務となっている。

３

独立行政法人 港湾空港技術研究所 提供

・護岸等の老朽化が進行している。
・地盤の液状化対策（沈下対策）が施されていない。

埋立護岸等の老朽化の進行など

気仙沼港：港内の海上火災



・我が国の三大都市圏のうち、首都圏及び京阪神都市圏では基幹的広域防災拠点が整備されている。
・大規模地震の発生が切迫する中部圏において、基幹的広域拠点の整備が急務となっている。

堺２区
（高次支援機能）

大阪合同庁舎
（司令塔機能）

神戸港

堺泉北港

大阪港

有明の丘地区
（司令塔機能）

東扇島地区
（高次支援機能）

横浜港

川崎港

東京港

千葉港

凡例

耐震強化岸壁

緑地

荷さばき地

臨海防災センター

臨港道路

川崎港東扇島地区
＜平成20年度より供用開始＞

堺泉北港堺２区
＜平成23年度末に供用予定＞

地域防
災拠点

地域防
災拠点

地域防
災拠点

基幹的広域防災拠点（中核的な広域防災拠点）

広域防災拠点 県境

地域防
災拠点

地域防
災拠点

地域防
災拠点

広域防災拠点

防災拠点ネットワークイメージ平

 

時（緑地）

広場・人工海

 
浜等の親水空

 
間として利用

・救援物資の中継・分配基地機能
・応急復旧用資機材等の備蓄機能
・広域支援部隊の集結・ベースキャンプ機能
・海上輸送支援機能
・災害医療支援機能

災

 

害

 

発

 

生

 

時（緊急物資輸送拠点）

基幹的広域防災拠点の整備
 

①

４



基幹的広域防災拠点の整備
 

②

５

・

 

東日本大震災の復旧・復興において物流拠点としての広大なオープンスペースの確保が課題となっ
ていた。



広域連携体制の構築

６

JX日鉱日石エネルギー
仙台製油所
稼働停止中

八戸油槽所

塩釜油槽所

青森油槽所

秋田油槽所

酒田油槽所

西日本の製油所：フル稼働

関東地方の製油所も被災により生産能力が

 
低下したことで東日本の供給能力が激減。

釜石油槽所

小名浜油槽所

主な製油所
製油所（被災あり）

製油所（被災無し）

東北地方の主な油槽所
油槽所（被災あり）

油槽所（被災無し）

コスモ石油
千葉製油所
稼働停止中

日本海側港湾への海上輸送

JX日鉱日石エネルギー
鹿島製油所
稼働停止中

各地の製油所の稼働率アップによる追加

 
増産分等を東北地方へ転送

約2万ｋｌ／日（３月１７日時点）
(※海上輸送分、陸上輸送分の合計)

北海道の製油所
：フル稼働

仙台製油所における火災発生状況

秋田港

酒田港

青森港

東北各県への鉄道輸送

出典：経済産業省資料を基に国土交通省港湾局作成

・

 

平常時に利用している港湾が利用できなくなることも想定されるため、広域的な港湾物流の連携のあ

り方（港湾ＢＣＰなど）について検討する必要がある。

○

 

東日本大震災により東北地方太平洋側の製油所及び油槽

 
所が被災し、東北地方における燃料供給能力が激減。
○

 

東北地方太平洋側の港湾も被災しており、タンカーの入港

 
が不可能な状況。

○ 北海道や西日本の製油所の稼働率を最大限まで引き上げると

 
ともに、被災していない日本海側港湾（秋田港、酒田港）への海上

 
輸送や鉄道を活用して、東北地方で必要な石油等の燃料（3.8万

 
kl/日）の供給を確保。



災害廃棄物処分場の確保

・

 

大規模災害により大量の災害廃棄物（ガレキ、自動車、土砂等）の発生が想定される。
・

 

災害廃棄物が港湾や都市部に仮置きされ、復旧・復興の妨げとなることが懸念されることから、広域

的な災害廃棄物処分場の確保に関する検討を行う必要がある。

仙台塩釜港

７

陸前高田 陸前高田

被災地域に仮置きされたガレキ被災地域のガレキ

港湾に仮置きされた漂流自動車等のガレキ
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